
前橋市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表(第1条関係) 

改 正 案 現   行 

(入居申込者に対する説明、契約等) (入居申込者に対する説明、契約等) 

第14条 省略 第14条 省略 

2～6 省略  2～6 省略  

7 無料低額宿泊所は、入居申込者からの申出が

あった場合には、第1項の規定による文書の交

付に代えて、第10項で定めるところにより、当

該入居申込者の承諾を得て、当該文書に記すべ

き重要事項及び第2項の事項を電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法であって次に掲げるもの(以下こ

の条において「電磁的方法」という。)により

提供することができる。この場合において、当

該無料低額宿泊所は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

7 無料低額宿泊所は、入居申込者からの申出が

あった場合には、第1項の規定による文書の交

付に代えて、第10項で定めるところにより、当

該入居申込者の承諾を得て、当該文書に記すべ

き重要事項及び第2項の事項を電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法であって次に掲げるもの(以下こ

の条において「電磁的方法」という。)により

提供することができる。この場合において、当

該無料低額宿泊所は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

(1) 省略  (1) 省略  

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。)に係る記録媒体をい

う。)をもって調製するファイルに第1項の重

要事項及び第2項の事項を記録したものを交

付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに第1項の重要事項及び

第2項の事項を記録したものを交付する方法 

8～11 省略 8～11 省略 

 

 

前橋市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

(第2条関係) 

改 正 案 現   行 

(掲示等) (掲示) 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・

保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、

職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申

込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認

められる重要事項を掲示するとともに、電気通

信回線に接続して行う自動公衆送信(公衆によ

って直接受信されることを目的として公衆か

らの求めに応じ自動的に送信を行うことをい

い、放送又は有線放送に該当するものを除く。)

により公衆の閲覧に供しなければならない。 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・

保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、

職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申

込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認

められる重要事項を掲示しなければならない。 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第53条 省略 第53条 省略 

2 特定教育・保育施設等は、この条例の規定に

よる書面等の交付又は提出については、当該書

面等が電磁的記録により作成されている場合

には、当該書面等の交付又は提出に代えて、第

4項で定めるところにより、教育・保育給付認

定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべ

2 特定教育・保育施設等は、この条例の規定に

よる書面等の交付又は提出については、当該書

面等が電磁的記録により作成されている場合

には、当該書面等の交付又は提出に代えて、第

4項で定めるところにより、教育・保育給付認

定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべ



き事項(以下この条において「記載事項」とい

う。)を電子情報処理組織(特定教育・保育施設

等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給付

認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気

通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

以下この条において同じ。)を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て次に掲げるもの(以下この条において「電磁

的方法」という。)により提供することができ

る。この場合において、当該特定教育・保育施

設等は、当該書面等を交付し、又は提出したも

のとみなす。 

き事項(以下この条において「記載事項」とい

う。)を電子情報処理組織(特定教育・保育施設

等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給付

認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気

通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

以下この条において同じ。)を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て次に掲げるもの(以下この条において「電磁

的方法」という。)により提供することができ

る。この場合において、当該特定教育・保育施

設等は、当該書面等を交付し、又は提出したも

のとみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録に係る記録

媒体をいう。)をもって調製するファイルに

記載事項を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに記載事項を記録した

ものを交付する方法 

3～6 省略 3～6 省略 

 

 

前橋市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表(第3条関係) 

改 正 案 現   行 

(入所申込者等に対する説明等) (入所申込者等に対する説明等) 

第13条 省略 第13条 省略 

2 省略 2 省略 

3 軽費老人ホームは、入所申込者又はその家族

からの申出があった場合は、第1項の規定によ

る文書の交付に代えて、第6項で定めるところ

により、当該入所申込者又はその家族の承諾を

得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」という。)

により提供することができる。この場合におい

て、当該軽費老人ホームは、当該文書を交付し

たものとみなす。 

3 軽費老人ホームは、入所申込者又はその家族

からの申出があった場合は、第1項の規定によ

る文書の交付に代えて、第6項で定めるところ

により、当該入所申込者又はその家族の承諾を

得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」という。)

により提供することができる。この場合におい

て、当該軽費老人ホームは、当該文書を交付し

たものとみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第36条第1項において

同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもって調

製するファイルに第1項の重要事項を記録し

たものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに第1項の重要事項を記

録したものを交付する方法 

4～7 省略 4～7 省略 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第36条 軽費老人ホーム及びその職員は、作成、

交付、保存その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面(書面、書類、文

第36条 軽費老人ホーム及びその職員は、作成、

交付、保存その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面(書面、書類、文



書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物をいう。

以下この条において同じ。)で行うことが規定

され、又は想定されるもの(次項に規定するも

のを除く。)については、書面に代えて、当該

書面に係る電磁的記録により行うことができ

る。 

書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物をいう。

以下この条において同じ。)で行うことが規定

され、又は想定されるもの(次項に規定するも

のを除く。)については、書面に代えて、当該

書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをい

う。)により行うことができる。 

2 省略 2 省略 

 

 

前橋市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

(第4条関係) 

改 正 案 現   行 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第9条 省略 第9条 省略 

2 指定訪問介護事業者は、利用申込者又はその

家族からの申出があった場合は、前項の規定に

よる文書の交付に代えて、第5項で定めるとこ

ろにより、当該利用申込者又はその家族の承諾

を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって次に掲げるも

の(以下この条において「電磁的方法」という。)

により提供することができる。この場合におい

て、当該指定訪問介護事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

2 指定訪問介護事業者は、利用申込者又はその

家族からの申出があった場合は、前項の規定に

よる文書の交付に代えて、第5項で定めるとこ

ろにより、当該利用申込者又はその家族の承諾

を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって次に掲げるも

の(以下この条において「電磁的方法」という。)

により提供することができる。この場合におい

て、当該指定訪問介護事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第277条第1項において

同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもって調

製するファイルに前項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

3～6 省略 3～6 省略 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第277条 指定居宅サービス事業者及び指定居宅

サービスの提供に当たる者は、作成、保存その

他これらに類するもののうち、この条例の規定

において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。)で行うことが規定され、又は想定

されるもの(第12条第1項(第42条の3、第47条、

第59条、第63条、第79条、第89条、第98条、第

第277条 指定居宅サービス事業者及び指定居宅

サービスの提供に当たる者は、作成、保存その

他これらに類するもののうち、この条例の規定

において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。)で行うことが規定され、又は想定

されるもの(第12条第1項(第42条の3、第47条、

第59条、第63条、第79条、第89条、第98条、第



113条、第115条、第135条、第146条、第168条(第

181条において準用する場合を含む。)、第181

条の3、第188条、第204条(第216条において準

用する場合を含む。)、第237条、第248条、第2

63条、第265条及び第276条において準用する場

合を含む。)及び第224条第1項(第248条におい

て準用する場合を含む。)並びに次項に規定す

るものを除く。)については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録により行うことが

できる。 

113条、第115条、第135条、第146条、第168条(第

181条において準用する場合を含む。)、第181

条の3、第188条、第204条(第216条において準

用する場合を含む。)、第237条、第248条、第2

63条、第265条及び第276条において準用する場

合を含む。)及び第224条第1項(第248条におい

て準用する場合を含む。)並びに次項に規定す

るものを除く。)については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。)により行うことができる。 

2 省略 2 省略 

 

 

前橋市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

(第5条関係) 

改 正 案 現   行 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第10条 省略 第10条 省略 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、利用申込者又はその家族からの申出があ

った場合は、前項の規定による文書の交付に代

えて、第5項で定めるところにより、当該利用

申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に

記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する

方法であって次に掲げるもの(以下この条にお

いて「電磁的方法」という。)により提供する

ことができる。この場合において、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当

該文書を交付したものとみなす。 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、利用申込者又はその家族からの申出があ

った場合は、前項の規定による文書の交付に代

えて、第5項で定めるところにより、当該利用

申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に

記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する

方法であって次に掲げるもの(以下この条にお

いて「電磁的方法」という。)により提供する

ことができる。この場合において、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当

該文書を交付したものとみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第205条第1項において

同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもって調

製するファイルに前項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

3～6 省略 3～6 省略 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第205条 指定地域密着型サービス事業者及び指

定地域密着型サービスの提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面(書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図

形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

第205条 指定地域密着型サービス事業者及び指

定地域密着型サービスの提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面(書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図

形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以



下この条において同じ。)で行うことが規定さ

れ、又は想定されるもの(第13条第1項(第60条、

第60条の20、第60条の20の3、第60条の38、第8

1条、第109条、第129条、第150条、第179条、

第191条及び第204条において準用する場合を

含む。)、第116条第1項、第137条第1項及び第1

57条第1項(第191条において準用する場合を含

む。)並びに次項に規定するものを除く。)につ

いては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的

記録により行うことができる。 

下この条において同じ。)で行うことが規定さ

れ、又は想定されるもの(第13条第1項(第60条、

第60条の20、第60条の20の3、第60条の38、第8

1条、第109条、第129条、第150条、第179条、

第191条及び第204条において準用する場合を

含む。)、第116条第1項、第137条第1項及び第1

57条第1項(第191条において準用する場合を含

む。)並びに次項に規定するものを除く。)につ

いては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的

記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。)により行うこ

とができる。 

2 省略 2 省略 

 

 

前橋市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表(第6条関係) 

改 正 案 現   行 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第7条 省略 第7条 省略 

2～3 省略 2～3 省略 

4 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又は

その家族からの申出があった場合は、第1項の

規定による文書の交付に代えて、第6項で定め

るところにより、当該利用申込者又はその家族

の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を

電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法であって次に掲

げるもの(以下この条において「電磁的方法」

という。)により提供することができる。この

場合において、当該指定居宅介護支援事業者

は、当該文書を交付したものとみなす。 

4 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又は

その家族からの申出があった場合は、第1項の

規定による文書の交付に代えて、第6項で定め

るところにより、当該利用申込者又はその家族

の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を

電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法であって次に掲

げるもの(以下この条において「電磁的方法」

という。)により提供することができる。この

場合において、当該指定居宅介護支援事業者

は、当該文書を交付したものとみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第34条第1項において

同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもって調

製するファイルに第1項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに第1項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

5～8 省略 5～8 省略 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第34条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅

介護支援の提供に当たる者は、作成、保存その

他これらに類するもののうち、この条例の規定

において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条にお

第34条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅

介護支援の提供に当たる者は、作成、保存その

他これらに類するもののうち、この条例の規定

において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条にお



いて同じ。)で行うことが規定され、又は想定

されるもの(第10条(第33条において準用する

場合を含む。)及び第16条第24号(第33条におい

て準用する場合を含む。)並びに次項に規定す

るものを除く。)については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録により行うことが

できる。 

いて同じ。)で行うことが規定され、又は想定

されるもの(第10条(第33条において準用する

場合を含む。)及び第16条第24号(第33条におい

て準用する場合を含む。)並びに次項に規定す

るものを除く。)については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。)により行うことができる。 

2 省略 2 省略 

 

 

前橋市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

(第7条関係) 

改 正 案 現   行 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第7条 省略 第7条 省略 

2 指定介護老人福祉施設は、入所申込者又はそ

の家族からの申出があった場合は、前項の規定

による文書の交付に代えて、第5項で定めると

ころにより、当該入所申込者又はその家族の承

諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの(以下この条において「電磁的方法」とい

う。)により提供することができる。この場合

において、当該指定介護老人福祉施設は、当該

文書を交付したものとみなす。 

2 指定介護老人福祉施設は、入所申込者又はそ

の家族からの申出があった場合は、前項の規定

による文書の交付に代えて、第5項で定めると

ころにより、当該入所申込者又はその家族の承

諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの(以下この条において「電磁的方法」とい

う。)により提供することができる。この場合

において、当該指定介護老人福祉施設は、当該

文書を交付したものとみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第56条第1項において

同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもって調

製するファイルに前項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

3～6 省略 3～6 省略 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第56条 指定介護老人福祉施設及びその従業者

は、作成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。)で行うことが

規定され、又は想定されるもの(第10条第1項

(第55条において準用する場合を含む。)及び第

13条第1項(第55条において準用する場合を含

む。)並びに次項に規定するものを除く。)につ

第56条 指定介護老人福祉施設及びその従業者

は、作成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。)で行うことが

規定され、又は想定されるもの(第10条第1項

(第55条において準用する場合を含む。)及び第

13条第1項(第55条において準用する場合を含

む。)並びに次項に規定するものを除く。)につ



いては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的

記録により行うことができる。 

いては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的

記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。)により行うこ

とができる。 

2 省略 2 省略 

 

 

前橋市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

(第8条関係) 

改 正 案 現   行 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第7条 省略 第7条 省略 

2 介護老人保健施設は、入所申込者又はその家

族からの申出があった場合は、前項の規定によ

る文書の交付に代えて、第5項で定めるところ

により、当該入所申込者又はその家族の承諾を

得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」という。)

により提供することができる。この場合におい

て、当該介護老人保健施設は、当該文書を交付

したものとみなす。 

2 介護老人保健施設は、入所申込者又はその家

族からの申出があった場合は、前項の規定によ

る文書の交付に代えて、第5項で定めるところ

により、当該入所申込者又はその家族の承諾を

得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」という。)

により提供することができる。この場合におい

て、当該介護老人保健施設は、当該文書を交付

したものとみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第55条第1項において

同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもって調

製するファイルに前項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

3～6 省略 3～6 省略 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第55条 介護老人保健施設及びその従業者は、作

成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面(書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図

形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

下この条において同じ。)で行うことが規定さ

れ、又は想定されるもの(第10条第1項(第54条

において準用する場合を含む。)及び第13条第1

項(第54条において準用する場合を含む。)並び

に次項に規定するものを除く。)については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録によ

り行うことができる。 

第55条 介護老人保健施設及びその従業者は、作

成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面(書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図

形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

下この条において同じ。)で行うことが規定さ

れ、又は想定されるもの(第10条第1項(第54条

において準用する場合を含む。)及び第13条第1

項(第54条において準用する場合を含む。)並び

に次項に規定するものを除く。)については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録(電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に



供されるものをいう。)により行うことができ

る。 

2 省略 2 省略 

 

 

前橋市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

(第9条関係) 

改 正 案 現   行 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第7条 省略 第7条 省略 

2 介護医療院は、入所申込者又はその家族から

の申出があった場合には、前項の規定による文

書の交付に代えて、第5項で定めるところによ

り、当該入所申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を利用する方法であって次に掲げるもの(以

下この条において「電磁的方法」という。)に

より提供することができる。この場合におい

て、当該介護医療院は、当該文書を交付したも

のとみなす。 

2 介護医療院は、入所申込者又はその家族から

の申出があった場合には、前項の規定による文

書の交付に代えて、第5項で定めるところによ

り、当該入所申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を利用する方法であって次に掲げるもの(以

下この条において「電磁的方法」という。)に

より提供することができる。この場合におい

て、当該介護医療院は、当該文書を交付したも

のとみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第55条第1項において

同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもって調

製するファイルに前項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準じる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

3～6 省略 3～6 省略 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第55条 介護医療院及びその従業者は、作成、保

存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人

の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この

条において同じ。)で行うことが規定され、又

は想定されるもの(第10条第1項(第54条におい

て準用する場合を含む。)及び第13条第1項(第5

4条において準用する場合を含む。)並びに次項

に規定するものを除く。)については、書面に

代えて、当該書面に係る電磁的記録により行う

ことができる。 

第55条 介護医療院及びその従業者は、作成、保

存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人

の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この

条において同じ。)で行うことが規定され、又

は想定されるもの(第10条第1項(第54条におい

て準用する場合を含む。)及び第13条第1項(第5

4条において準用する場合を含む。)並びに次項

に規定するものを除く。)については、書面に

代えて、当該書面に係る電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であ

って、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。)により行うことができる。 

2 省略 2 省略 

 

 



前橋市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例新旧対照表(第10条関係) 

改 正 案 現   行 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第51条の2 省略 第51条の2 省略 

2 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、利用申

込者又はその家族からの申出があった場合に

は、前項の規定による文書の交付に代えて、第

5項で定めるところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき

重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であ

って次に掲げるもの(以下この条において「電

磁的方法」という。)により提供することがで

きる。この場合において、当該指定介護予防訪

問入浴介護事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

2 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、利用申

込者又はその家族からの申出があった場合に

は、前項の規定による文書の交付に代えて、第

5項で定めるところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき

重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であ

って次に掲げるもの(以下この条において「電

磁的方法」という。)により提供することがで

きる。この場合において、当該指定介護予防訪

問入浴介護事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第267条第1項において

同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもって調

製するファイルに前項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

3～6 省略 3～6 省略 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第267条 指定介護予防サービス事業者及び指定

介護予防サービスの提供に当たる者は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、この条

例の規定において書面(書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下

この条において同じ。)で行うことが規定され、

又は想定されるもの(第51条の5第1項(第63条、

第75条、第85条、第94条、第124条、第143条(第

160条において準用する場合を含む。)、第165

条の3、第172条、第182条(第197条において準

用する場合を含む。)、第218条、第235条、第2

49条、第254条及び第263条において準用する場

合を含む。)及び第210条第1項(第235条におい

て準用する場合を含む。)並びに次項に規定す

るものを除く。)については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録により行うことが

できる。 

第267条 指定介護予防サービス事業者及び指定

介護予防サービスの提供に当たる者は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、この条

例の規定において書面(書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下

この条において同じ。)で行うことが規定され、

又は想定されるもの(第51条の5第1項(第63条、

第75条、第85条、第94条、第124条、第143条(第

160条において準用する場合を含む。)、第165

条の3、第172条、第182条(第197条において準

用する場合を含む。)、第218条、第235条、第2

49条、第254条及び第263条において準用する場

合を含む。)及び第210条第1項(第235条におい

て準用する場合を含む。)並びに次項に規定す

るものを除く。)については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。)により行うことができる。 

2 省略 2 省略 



前橋市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例新旧対照表 

(第11条関係) 

改 正 案 現   行 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第12条 省略 第12条 省略 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、利用申込者又はその家族からの申出があっ

た場合は、前項の規定による文書の交付に代え

て、第5項で定めるところにより、当該利用申

込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記

すべき重要事項を電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であって次に掲げるもの(以下この条におい

て「電磁的方法」という。)により提供するこ

とができる。この場合において、当該指定介護

予防認知症対応型通所介護事業者は、当該文書

を交付したものとみなす。 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、利用申込者又はその家族からの申出があっ

た場合は、前項の規定による文書の交付に代え

て、第5項で定めるところにより、当該利用申

込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記

すべき重要事項を電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であって次に掲げるもの(以下この条におい

て「電磁的方法」という。)により提供するこ

とができる。この場合において、当該指定介護

予防認知症対応型通所介護事業者は、当該文書

を交付したものとみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第92条第1項において

同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもって調

製するファイルに前項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

3～6 省略 3～6 省略 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第92条 指定地域密着型介護予防サービス事業

者及び指定地域密着型介護予防サービスの提

供に当たる者は、作成、保存その他これらに類

するもののうち、この条例の規定において書面

(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識

することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。)

で行うことが規定され、又は想定されるもの

(第15条第1項(第66条及び第87条において準用

する場合を含む。)及び第77条第1項並びに次項

に規定するものを除く。)については、書面に

代えて、当該書面に係る電磁的記録により行う

ことができる。 

第92条 指定地域密着型介護予防サービス事業

者及び指定地域密着型介護予防サービスの提

供に当たる者は、作成、保存その他これらに類

するもののうち、この条例の規定において書面

(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識

することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。)

で行うことが規定され、又は想定されるもの

(第15条第1項(第66条及び第87条において準用

する場合を含む。)及び第77条第1項並びに次項

に規定するものを除く。)については、書面に

代えて、当該書面に係る電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であ

って、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。)により行うことができる。 

2 省略 2 省略 

 

 

 

 



前橋市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準を定める条例新旧対照表(第12条関係) 

改 正 案 現   行 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第7条 省略 第7条 省略 

2～3 省略 2～3 省略 

4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又は

その家族から申出があった場合は、第1項の規

定による文書の交付に代えて、第7項で定める

ところにより、当該利用申込者又はその家族の

承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電

子情報処理組織を使用する方法その他の情報

通信の技術を使用する方法であって次に掲げ

るもの(以下この条において「電磁的方法」と

いう。)により提供することができる。この場

合において、当該指定介護予防支援事業者は、

当該文書を交付したものとみなす。 

4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又は

その家族から申出があった場合は、第1項の規

定による文書の交付に代えて、第6項で定める

ところにより、当該利用申込者又はその家族の

承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電

子情報処理組織を使用する方法その他の情報

通信の技術を使用する方法であって次に掲げ

るもの(以下この条において「電磁的方法」と

いう。)により提供することができる。この場

合において、当該指定介護予防支援事業者は、

当該文書を交付したものとみなす。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第36条第1項において

同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもって調

製するファイルに第1項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに第1項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

5～8 省略 5～8 省略 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第36条 指定介護予防支援事業者及び指定介護

予防支援の提供に当たる者は、作成、保存その

他これらに類するもののうち、この条例の規定

において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。)で行うことが規定され、又は想定

されるもの(第10条(第35条において準用する

場合を含む。)及び第33条第26号(第35条におい

て準用する場合を含む。)並びに次項に規定す

るものを除く。)については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録により行うことが

できる。 

第36条 指定介護予防支援事業者及び指定介護

予防支援の提供に当たる者は、作成、保存その

他これらに類するもののうち、この条例の規定

において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。)で行うことが規定され、又は想定

されるもの(第10条(第35条において準用する

場合を含む。)及び第33条第26号(第35条におい

て準用する場合を含む。)並びに次項に規定す

るものを除く。)については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。)により行うことができる。 

2 省略 2 省略 

 


